
教育委員会の権限に属する事務における教育長の臨時代理の 

報告及び承認について 

杉並区教育委員会規則について、杉並区教育委員会の権限に属する事務の委

任及び補助執行に関する規則第２条の２第１項の規定に基づき、令和８年３月

３１日付けで教育長の臨時代理により処理したので、同条第２項の規定に基づ

き、次のとおり報告し、その承認を求める。 

１ 臨時代理により処理した規則 

規則名（規則番号） 改正内容 

①

杉並区教育委員会の権限に属する事務の

委任及び補助執行に関する規則の一部を

改正する規則 

（第４４号） 

東京都教育委員会の事務処理の特例

に関する条例の改正に伴う規定の整

備 

②

杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条

例施行規則の一部を改正する規則 

（第４５号） 
「子ども・子育て支援金」及び「特定

親族特別控除」の創設に伴う所要の規

定の整備 
③

杉並区学校教育職員の給与に関する条例

施行規則の一部を改正する規則 

（第４６号） 

④

杉並区学校教育職員の給料の調整額に関

する規則の一部を改正する規則 

（第４７号） 

給料表の改定に伴う「給料の調整額」 

の改定 

２ 臨時代理により処理した理由 

次の（１）から（３）までのとおり、令和８年３月３１日又は４月１日まで

に規則を改正する必要があり、教育委員会を招集するいとまがなかったため、

教育長の臨時代理により規則を改正した。 

（１）上記１①について

東京都教育委員会の事務処理の特例に関する条例の一部改正条例が令和

８年３月３１日に公布され、同日に施行された。このことに伴い、同条例と

同様の規定の整備を行い、同日に改正する必要があったため。 

（２）上記１②及び③について

国は、「こども未来戦略」に基づき、児童手当の拡充をはじめとした抜本

1



的な給付拡充の財源の一部に充てるため、医療保険者から「子ども・子育て

支援金」を徴収することとした。 

また、令和７年度税制改正により、物価上昇局面における税負担の調整及

び就業調整への対応として、個人住民税及び所得税の算定における大学生相

当年齢の子に係る扶養控除額を拡大する「特定親族特別控除」が創設された。 

これらのことに伴う改正を令和８年４月１日から実施する必要があった

が、区長部局と共通する給与システムの改修等の調整に時間を要したため。 

（３）上記１④について

東京都教育委員会においては、特別支援学校等に勤務する都費負担の教育

職員の給料の調整額を増額するため、令和８年３月３１日に、学校職員の給

料の調整額に関する規則の一部改正規則を公布し、同年４月１日から施行す

ることとした。 

区費教員の給与制度については、都費教員と同一のものとすることとして

いることから、速やかに規則を改正する必要があったため。 

なお、上記１②から④までの改正については、特別区人事委員会に規則改正

の承認申請を行い、承認を得ている。 

３ 規則の内容 

資料のとおり 
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杉並区教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則の一部を

改正する規則を公布する。

令和８年３月３１日

杉並区教育委員会教育長 渋 谷 正 宏

杉並区教育委員会規則第４４号

杉並区教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則の一

部を改正する規則

杉並区教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則（昭和４

４年杉並区教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項第４号中「いう。）」の次に「及び条例の施行のための東京都教育

委員会規則」を加え、同号ア中「第１３条の規定による」を「の施行に係る事務の

うち東京都教育委員会規則に基づく」に、「扶養手当」を「扶養親族」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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杉並区教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

新 旧 

（委任事務） （委任事務） 

第２条 東京都教育委員会の事務処理の特例に関する条例（平成11年東京都

条例第115号）により、教育委員会に委任された次の事務は、教育長に委任

する。 

第２条 東京都教育委員会の事務処理の特例に関する条例（平成11年東京都

条例第115号）により、教育委員会に委任された次の事務は、教育長に委任

する。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 学校職員の給与に関する条例（昭和31年東京都条例第68号。以下こ

の号において「条例」という。）及び条例の施行のための東京都教育委

員会規則に基づく事務のうち、次に掲げるもの。ただし、東京都教育委

員会事務局の指導主事に充てられた職員に係るものを除く。 

(４) 学校職員の給与に関する条例（昭和31年東京都条例第68号。以下こ

の号において「条例」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの。ただし、東京都教育委

員会事務局の指導主事に充てられた職員に係るものを除く。 

ア 条例の施行に係る事務のうち東京都教育委員会規則に基づく区立学

校の職員の扶養親族の認定 

ア 条例第13条の規定による 区立学

校の職員の扶養手当の認定 

イ 略 イ 略

(５)～(15) 略 (５)～(15) 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 
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杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布

する。

令和８年３月３１日

杉並区教育委員会教育長 渋 谷 正 宏

杉並区教育委員会規則第４５号

杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則

杉並区幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則（平成１２年杉並区教育委員

会規則第１６号）の一部を次のように改正する。

別記様式第１号中「短期掛金」を「短期・子育て」に、

「
所 得 控 除

生命保険料 地震保険料 小規模共済 配偶者(特別)控除 計 を

」

「
所 得 控 除

生命保険料 地震保険料 小規模共済 配偶者(特別)控除 特親控除 計 に、

」

「 「
そ そ 特

を に改める。他 他 親

」 」

附 則

この規則は、令和８年４月１日から施行する。
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別記様式第１号（第６条関係） 

職 員 別 給 与 簿 （ 年 分 ）                 
職 員 番 号 氏   名 生 年 月 日 性別 職 層 職 種 現在級号給及び発令年月日 機 関 採 用 年 月 日 異 動 異 動 年 月 日 現  所 属 

月日 区分 給  料 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 特殊勤務手当 初任給調整手当 時間外勤務手当 休日夜勤手当 単身赴任手当 宿日直手当 管理職特別勤務 児童手当 期末手当 勤勉手当 その他支給 支給額計 （内非課税分） 

計 

月日 区分 所得税 住民税 
社 会 保 険 料 その他の 

条例控除 
福利控除 控除額計 差引支給額 

時間外勤務時間数 （60時間超） 休日給 

時間数 

夜 勤 

時間数 

宿 日 直 減 額 

時間数 

支払金額（課税分） 社会保険料 徴収済税額 備  考 

短期・子育て 長期厚生 長期退職 福祉掛金 介護掛金 雇用保険 125 150 135 160 25 100 150 175 50 全日 半日 給与支給分 

前 職 分 

そ の 他 

計 

支払総額 

（課税分） 

給与所得控 

除後の金額 

所 得 控 除 

基・扶・障等 社保控除分 社保申告分 

所 得 控 除 

生命保険料 地震保険料 小規模共済 配偶者（特別）控除 特親控除 計 

源 泉 表 記 内 訳 

配偶者の合計所得 新生命保険支払額 旧生命保険支払額 介護保険支払額 新個人年金支払額 

源 泉 表 記 内 訳 課税給与 

所得金額 

年税額 

（税額控除前） 

税額控除 

旧個人年金支払額 旧長期支払額 住宅取得控除 

税額控除 
年税額 既徴収税額 過不足税額 

減税額 

配
有

税
表

自 己 該 当 扶 養 情 報 障害情報 

 普
障

特
障

寡
婦

ひ
親

勤
労

源
配

老
配

特
定

年
少

同
老

別
老

そ
他

特
親

普
障

同
特

別
特計 

住  所 
郵 便 番 号 市 区 町 村 コ ー ド 指 定 番 号 

扶 養 親 族 

情 報 

異動年月 氏 名 続 柄 生年月日 扶 手 税 扶 異動年月 氏 名 続 柄 生年月日 扶 手 税 扶 異動年月 氏 名 続 柄 生年月日 扶 手 税 扶 
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杉並区学校教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布す

る。

令和８年３月３１日

杉並区教育委員会教育長 渋 谷 正 宏

杉並区教育委員会規則第４６号

杉並区学校教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則

杉並区学校教育職員の給与に関する条例施行規則（平成１９年杉並区教育委員会

規則第３号）の一部を次のように改正する。

別記様式第１号中「短期掛金」を「短期・子育て」に、

「
所 得 控 除

生命保険料 地震保険料 小規模共済 配偶者(特別)控除 計 を

」

「
所 得 控 除

生命保険料 地震保険料 小規模共済 配偶者(特別)控除 特親控除 計 に、

」

「 「
そ そ 特

を に改める。他 他 親

」 」

附 則

この規則は、令和８年４月１日から施行する。
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別記様式第１号（第７条関係） 

職 員 別 給 与 簿 （ 年 分 ）                 
職 員 番 号 氏   名 生 年 月 日 性別 職 層 職 種 現在級号給及び発令年月日 機 関 採 用 年 月 日 異 動 異 動 年 月 日 現  所 属 

月日 区分 給  料 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 特殊勤務手当 初任給調整手当 時間外勤務手当 休日夜勤手当 単身赴任手当 宿日直手当 管理職特別勤務 児童手当 期末手当 勤勉手当 その他支給 支給額計 （内非課税分） 

計 

月日 区分 所得税 住民税 
社 会 保 険 料 その他の 

条例控除 
福利控除 控除額計 差引支給額 

時間外勤務時間数 （60時間超） 休日給 

時間数 

夜 勤 

時間数 

宿 日 直 減 額 

時間数 

支払金額（課税分） 社会保険料 徴収済税額 備  考 

短期・子育て 長期厚生 長期退職 福祉掛金 介護掛金 雇用保険 125 150 135 160 25 100 150 175 50 全日 半日 給与支給分 

前 職 分 

そ の 他 

計 

支払総額 

（課税分） 

給与所得控 

除後の金額 

所 得 控 除 

基・扶・障等 社保控除分 社保申告分 

所 得 控 除 

生命保険料 地震保険料 小規模共済 配偶者（特別）控除 特親控除 計 

源 泉 表 記 内 訳 

配偶者の合計所得 新生命保険支払額 旧生命保険支払額 介護保険支払額 新個人年金支払額 

源 泉 表 記 内 訳 課税給与 

所得金額 

年税額 

（税額控除前） 

税額控除 

旧個人年金支払額 旧長期支払額 住宅取得控除 

税額控除 
年税額 既徴収税額 過不足税額 

減税額 

配
有

税
表

自 己 該 当 扶 養 情 報 障害情報 

 普
障

特
障

寡
婦

ひ
親

勤
労

源
配

老
配

特
定

年
少

同
老

別
老

そ
他

特
親

普
障

同
特

別
特計 

住  所 
郵 便 番 号 市 区 町 村 コ ー ド 指 定 番 号 

扶 養 親 族 

情 報 

異動年月 氏 名 続 柄 生年月日 扶 手 税 扶 異動年月 氏 名 続 柄 生年月日 扶 手 税 扶 異動年月 氏 名 続 柄 生年月日 扶 手 税 扶 
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杉並区学校教育職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則を公布す

る。

令和８年３月３１日

杉並区教育委員会教育長 渋 谷 正 宏

杉並区教育委員会規則第４７号

杉並区学校教育職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則

杉並区学校教育職員の給料の調整額に関する規則（平成１９年杉並区教育委員会

規則第７号）の一部を次のように改正する。

別表第１の５級の項中「１７，３００円」を「１７，７００円」に改める。

別表第２の５級の項中「１２，７００円」を「１３，３００円」に改める。

附 則

この規則は、令和８年４月１日から施行する。
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杉並区学校教育職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

新 旧 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

職務の級 定額 職務の級 定額 

１級 略 １級 略 

２級 略 ２級 略 

３級 略 ３級 略 

４級 略 ４級 略 

５級 17,700円 ５級 17,300円 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

職務の級 定額 職務の級 定額 

１級 略 １級 略 

２級 略 ２級 略 

３級 略 ３級 略 

４級 略 ４級 略 

５級 13,300円 ５級 12,700円 
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